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1． 会社概要

商号　　　　　株式会社日立製作所

設立年月日　　大正9年（1920年）2月1日【創業　明治43年（1910年）】

資本金　　　　282，032百万円

従業員数　　　44，375人

売上高　　　　3，112,411百万円（2003年3月）

連結売上高　　8，191，752百万円（2003年3月）
２．日立製作所の現状
日立製作所はかつて「不沈艦」と呼ばれた日本最強の企業グループと呼ばれていた。日立の強さはもともと、創業の事業である重電をはじめ、プラント、家電、電子デバイス、半導体、情報通信などの事業分野を幅広く持っていることにあり、加えて日本最大規模の子会社郡を展開し、産業の各分野を幅広く埋めてきた。ここで有名なのが御三家と呼ばれる、日立金属・日立化成・日立電線である。しかしここ数年の損益を見れば赤字が続いているのが現状で、かつての強さが、発揮できていないのである。

３．日本的経営

日本の労使慣行の特徴点は大きく分けて二つあると考えられる。一つは「終身雇用制」で、二つ目は「年功序列賃金」である。日立製作所では後者の「年功所列賃金」にメスを入れ、能力・成果主義への移行を行い、ホワイトカラー層の生産性向上を図ったのである。
　終身雇用とは「企業が、従業員に対して、企業が極めて悪い状態にでもならなければ、従業員の一生涯に渡って会社で働き続けることを保障する」ことを意味する。現実には人生80年時代の現在では、一生働き続けることを保障することはできないので、現在は55歳なり60歳なりの定年までクビにしないで働き続けることを保障する「長期雇用」（または「長期安定雇用」）と言われている。高度成長期には、企業側の生産量は右肩上がりで拡大し仕事の量も拡大し続けていたので、従業員の長期的な雇用の保障が可能であった。また従業員も転職するよりもとどまった方が給料も上がり、仕事も職場生活もやりやすいので同じ企業にとどまる傾向にあった。
　年功序列は長期雇用の保障を前提としている。年功序列は年齢ではなくむしろ会社に勤続した年数の多さを昇進や昇給の面で評価するシステムである。もちろん最終学歴や職種によって、取り扱いは異なる。ただ高度成長期の日本の会社は、仕事や活動のやり方がそれぞれ独特であったため、長く勤めたものが会社独特の仕事や活動についてのノウハウや技術、技能を蓄積しており、仕事の効率が高いと考え、それを評価する仕組みをつくっていたと考えられ、これと連動し、賃金評価も基本的には勤続年数による評価の部分が多くなっていた。そのため、日本の大企業では賃金は年齢とともに増大するカーブを描いたのである。1970年当時の日立製作所の賃金体系は、加給の部分が独特だが、この加給部分でも勤続年数の多さの評価がされており、全体として、勤続年数部分が高く評価されていた。


４．資格制度
　これまでは職能資格制度により本人の職位・職責に関わらず能力によって昇格を行っていた。このため高学歴化を背景に高資格化が進み、必ずしも四角と職位・職責は連動していなかった。また非管理職層については、１９９８年の改定により昇格基準を明確化したが、管理職層の資格については依然として昇格基準が不明確なままだったのである。

a 資格と職位の連動
　管理職層の資格は、「職位・職責の大きさにより大括りにした階層」と位置づけ、S１,S２、S３,S４,S５Hの５段階とした。従来は同一資格でもさまざまな職位が存在していたが、たとえばS1有資格者は事業所長あるいは技師長、S２は部長あるいは副技師長のように、資格と職位・職責の連動を明確化したのである。
b 昇格・降格基準の明確化と昇格のスピードアップ
　昇格者は、当該職位・職責にあることを基本として優秀者を選抜するものとした。優秀者とは、当年度の人材総合評価がJ１~J４の4ランクのうち最高ランクであるJ１であることを要件とし、従来、不明確なままであった昇格基準を明確化した。尚、J１の分布率は資格毎に設定し、毎年見直すことにより昇格人員規模をコントロールしている。一方、降格基準は「２年連続J４で自動降格」と明確にした。
　上位資格への昇格までの滞留年数は、従来複数年の累積評価により昇格を決定してきたため、上位資格への昇格までの滞留年数が少なくても3年程度されてきたが、今回より、当年度の評価のみで昇格できるように改訂し優秀者は昇格が一層スピードアップすることができる。そうすることにより、従業員にとってインセンティブ名昇格制度で、ホワイトカラー層の生産性向上を図っているのである。

５．賃金制度

〈賃金制度改訂の背景〉

日立製作所は1999年の3月期の決算が連結ベースで3000億円を超えるような赤字になりました。その赤字決算がきっかけになって人事･処遇制度の見直しを始めた。

　アメリカでは、年功から実力主義あるいは成果主義へという流れが当然のように出てきた｡どこの企業でも成果主義とか実力主義というのを目指して取り組んでいた｡そして、それがグローバルな大競争時代という環境の変化で大きな波になってきたというのがこの２～３年の動きだったのである｡またその他にも高齢化の問題､あるいはホワイトカラーの増大､あるいは情報化や知識産業化への世の中の変化､あるいは労働観､価値観の変化などが背景にある｡

〈１998年度の賃金制度〉

これまでは､「基本給」「加給」「加給定額」の主に三つの賃金項目で構成されていた｡

「基本給」は、月給であり､能力給的な性格を持っている。毎年の査定の結果に対応して､この基本給もそれに対応した形で上がる｡「加給定額」とは、職能給的な給与であり、1級であればいくら、2級であればいくらという定額の部分である｡またそれに加え「加給」があり、これは基本給×妥結率（ダケツ）Ｎ％という形で反映している｡

　この往来の賃金項目である年功的な基本給と加給のうちで加給を一切廃止をし、いわば職能的な部分を増やした。この結果、年功的な要素というよりは能力､成果要素を反映した賃金体系となったのである｡

これまでの管理層の賃金制度は、毎年の積み上げ昇給額管理を行っていたため、昇格しなくても５５歳までは上昇する年功的な性格を持っていった｡その代わり、昇給した場合の昇給額もそれほど大きな金額ではなく、昇格者と非昇格者の賃金の格差は大きくつかず、よって昇格することは昇格者にとって充分なインセンティブを発揮していなかったのである｡

そこで新しい賃金制度として、月俸レンジ制の導入と個人業績評価と賞与加算額の連動が挙げられる｡

ａ　月俸レンジ制

「月俸レンジ制」とは、資格に対応した賃金を支払う考え方から、資格別の給与の範囲を設定した給与制度のことである｡人材総合評価がＪ２（優秀）またはＪ３（標準）だった場合、レンジ内で昇給するが、月俸レンジが上限に達していた場合は昇格しないため各レンジの上限で昇給はなくなる。一方、Ｊ１評価により昇格すれば前年の月俸にかかわらず、新資格の下限月俸レンジまで昇給する。そして、最低ランクであるＪ４評価の場合、月俸昇給はない｡

この月俸レンジ制の導入によって、比較的短い在任年数で昇格する者の「昇格メリット」すなわち月俸増額が大きくなり、昇格のインセンティブ効果を高めることができたのである。日立製作所では、非昇格者で月俸レンジの上限に達した者や、人材総合評価でＪ４評価を受けた者の昇給は行われない｡

ｂ　個人業績評価と賞与増加加算額の連動

個人業績評価と賞与増加加算額の連動については、今まで目標管理制度の評価結果は「参考」の位置づけであったため、制度の定着が進まず、また評価による賞与額の変動幅も小さいものだった。しかし、賃金制度を新しいものに変えることで、賞与は目標管理制度を用いた個人業績評価によって決定するものとなったのである。

改定後は、資格に応じて基準額を決め、個人業績評価の５段階（Ｓ・Ｈ・Ａ・Ｂ・Ｃ）に応じて、Ｂ（標準者）は基準額、評価Ａ以上は加点的評価を行っている｡また、個人業績評価に対応した賞与の加算額を明確にし、賞与明細に加算額が表示される。Ｃの評価を受けた場合には当確資格の基準賞与額を下回ることになる｡

一応5段階ですが､さらに加算､減額は事業グループごとに金額でさらに自由に決めている。それで本社が賞与の原資を決めたら､資格別に平均額が決まり、その平均額を通知するだけで、あとは全部事業グループの自由にしている｡これは事業グループの業績差によってボーナスの水準が違うことを意味しているのである。

〈東芝との比較〉

　東芝は、賃金・勤務に関する処遇制度の見直しを行い、社内カンパニー別の処遇制度を導入した。この制度は、処遇制度の枠組みを全社共通とする処遇制度とカンパニー別とする処遇制度の２階建て方式となっている。

　カンパニー別とする処遇制度では、職務や職能に応じて支給している賃金項目の一部について、カンパニー別の職種に応じた水準や支給ランクの設定を行うことを可能にした。カンパニー別とすることのできる処遇制度を設ける一方で、賃金の基礎部分などは全社共通としている。

　また、新たに地域毎の労働市場の実態を反映させることを目的として、勤務地に応じた地域別賃金を導入している。

６．人事評価制度

人事評価制度は、今まで説明したことをふまえて、新しい人事評価制度となった｡人事制度評価では、「標準」をベースとした加点的評価、過去の実績にとらわれない「時価評価」の２点を基本的な考え方とし、ＨＩＴＡＣＨＩ　ＶＡＬＵＥに基づく「ＶＡＬＵＥ発揮度評価」と目標管理に基づく「個人業績評価」の２つの点によって行われている｡

ａ　ＶＡＬＵＥ発揮度評価

「ＶＡＬＵＥ発揮度評価」とは、業務遂行時に顕在化した「ＨＩＴＡＣＨＩ　ＶＡＬＵＥ」

の発揮度を評価するものである。「ＨＩＴＡＣＨＩ　ＶＡＬＵＥ」は、全てのリーダーが共有すべき価値・行動基準を１０項目で制定したものであり、「ＨＩＴＡＣＨＩ　ＶＡＬＵＥ」設定の目的は、１）経営ビジョン実現に向け、日立製作所が求めるビジネスリーダ像を共有すること、２）共有する価値観を明文化し、公開することにより、社風改革を図ることである｡ＶＡＬＵＥ発揮度評価は、年１回、年度末に行われる｡まず、セルフチェックとして本人が自己評価をし、各項目の評価点として具体的行動の事実に関するコメントを上司に提出する。これをもとに上司は１次評価を確定し、さらに関係部署の調整を行う２次評価を経て新年度の賃金改訂や昇格に反映される｡

ｂ　個人業績評価

個人業績評価については、個人業績評価は目標管理の手法を用いて組織業績に対する貢献度を年２回評価するもので、賞与に直接反映している｡年度初めに個人個人が目標を設定し、年度末に目標の難易度を甘味した上で、Ｓ・Ｈ・Ａ・Ｂ・Ｃの５段階評価を行う。そして、最終的に「ＶＡＬＵＥ発揮度評価」に「個人業績評価」を補完して行われるのが「人材総合評価」である。なお評価結果は昇格･降格等資格決定及び昇給に反映している。

７．考察
なぜ日立が新しい人事・処遇制度を導入したのか考えてみると、経済がかつてのような右肩上がりの上昇を続けられなくなっているいま、人事戦略の成否が組織の将来を決定づけるからである。したがって､すべての従業員が自分の持っている力を最大限に発揮できる環境作りが大切なのだからと考えた。
